
平成 22年度

障害保健福祉関係概算要求の概要

平成 22年度概算要求額 1兆 686｀億円

Q)厚生労働省 障害保健福祉部

【主な施策】

○ 良質な障害福祉サービスの確保         5,

○ 障害児施設に係る給付費等の確保

○ 地域生活支援事業の着実な実施

○ 障害者に対する良質かつ適切な医療の提供    1,

○ 障害福祉サービス提供体制の整備

○ 障害者虐待防止等に関する総合的な施策の推進 (新規 )

○ 精神医療の質の向上や精神障害者の地域移行を支援する

ための施策の推進

障害者に対する就労支援の推進

発達障害者支援施策の更なる拡充

自殺対策の推進

○ 心神喪失者等医療観察法の医療体制の充実・強化

○ 特別児童扶養手当、特別障害者手当等      1,

○

　

○

582億 円

691億 円

440億 円

532億 円

可24億円

4.7億 円

57億円

17億円

9.4億 円

7.4億 円

260億 円

365億 円

-1-



1 障害者の自立生活を支援するための施策の推進

(1)良質な障害福祉サービスの確保 5, 582億 円

ホームヘル プ、グルー プホーム、就労移行支援事業等の障害福祉サー ビスに

ついて、障害福祉計画に基づ く各市町村における取組の推進を図る。

(2)障害児施設に係る給付費等の確保 691億 円

障害のある児童に対 して、知的障害児施設等の障害児施設において行 う保護・

訓練に係る経費を確保する。

(3)重症心身障害児 (者 )に対する在宅支援の推進 32億円

在宅で暮 らす重症心身障害児 (者 )への支援の充実を図るため、日常生活動作、

運動機能等に係る訓練・指導、保護者等の家庭における療育技術の習得等 を行 う

重症心身障害児 (者 )通園事業の実施か所数の拡充を図る。

(実施か所数)    (平 成21年度 )

A型 [利 用人員15名 ]   62か 所

B型 [利 用人員 5名 ]   220か 所

↓　　　↓

(平成22年度要求 )

64か所 (+2か所 )

236か所 (+16か所 )

(4)地域生活支援事業の着実な実施 440億 円

障害者のニーズを踏まえ、移動支援や地域活動支援センター機能強化など障害者

の地域生活を支援する事業について、市町村等における事業の着実な実施及び定着

を図るとともに、事業の実施が遅れている地域の支援や実施水準に格差が見られる

事業の充実を図る。

(5)障害者に対す る良質かつ適切な医療の提供     1, 532億 円

心身の障害の状態の軽減を図るための自立支援医療 (精神通院医療、身体障害者
向けの更生医療、身体障害児向けの育成医療)を提供する。
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(6)障害福祉サー ビス提供体制の整備

○ 社会福祉施設整備費 (保護施設分を含む。)

124億 円

100億円

障害者の就労支援や地域移行支援の充実を図るため、就労移行支援、生活介護、

自立訓練等の障害者の日中活動に係る事業所やグループホーム等の整備 を促進す

る。

〔補助対象の追加〕
ログループホーム・ケアホームの身体障害者の受入れに係るエ レベーター等

設置整備 (1共 同生活住居当たり 2,000千 円以内 (事業費ベニス))

・児童デイサー ビス事業所

・短期入所事業所

・療養介護事業所
口自立訓練事業宿泊型 (宿泊部分 )

○ 障害者就労訓練設備等整備事業 24億 円

既存の障害者施設や小規模作業所等が就労移行支援等の新体系事業への移行に

際 して必要 となる就労訓練設備の購入やグループホーム等を行 うための賃貸物件

の改修に対 し補助を行う。

〔補助対象の追加〕
ログループホーム・ケアホームの身体障害者の受入れに係るエ レベーター等

設置整備 (1共同生活住居当た り 2,000千 円以内 (事業費ベース))

(7)障害者の社会参加の促進 30億円

視覚障害者に対する点字情報等の提供、手話通訳技術の向上、 1丁 を活用 した情

報バ リアフリーの促進、障害者スポーツや芸術文化活動の振興等を支援 し、障害者

の社会参加の促進を図る。

○ 総合国際競技大会への派遣及び指定強化事業の実施 3.2億 円

パラリンピック等の国際大会への日本選手団の派遣や強化合宿等の実施、障害

者スポーツの世界大会でのメダル獲得に向けた トップレベルの競技者に対する特
別強化プランを実施するとともに、普及啓発等の取組を行うことにより、障害者
スポーツの振興を図る。
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○ 障害者の自立支援対策の推進

平成20年度第2次補正予算 (855億 円)に より積増 しした「障害者 自立支援対策臨

時特例基金」を活用 し、事業期間の延長とともに、事業所支援、障害者自立支援法
への移行支援、福祉・介護人材確保対策等を引き続き実施する。

また、平成21年度補正予算 (1,523億 円)に より、更に当該基金を積増 しし、

①福祉・介護人材の雇用環境を改善し、今後増加する人材需要に応えるため、職員の

処遇改善に取り組む事業者への助成、

②事業者の新体系移行を促進するため、新体系サービスで必要となる改修 口増築等
の基盤整備の促進及び運営の安定化、

③福祉・介護人材の円滑な就労・定着及び職員のキャリアアップの支援を実施する。
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2 障害者虐待防止等に関する総合的な施策の推進 (新規 )

(1)障 害 者 虐 待 防 止 対 策 支 援 事 業 の 推 進          4_6億 円

障害者に対する虐待の防止や虐待を受けた者に対する支援等を行 うため、地域にお

ける連携体制の整備や支援体制の強化を行 う事業に要する費用を都道府県に対 して補

助する統合補助金を創設する。

〔主な事業内容〕

・家庭訪間の実施や相談窓口の体制強化

・虐待の防止等の支援に関する専門的な研修
・医師、弁護士等との連携による専門性の強化

・精神科医等によるカウンセリングの実施

(2)障害者虐待防止 口権利擁護に関する人材養成等の推進  4百 万円    |

国において、障害者の虐待防止や権利擁護に関して各都道府県で指導的役割を担     |
う者を養成するための研修等を実施し、関連する制度の周知等を行う。

|

|
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3 精神医療の質の向上や精神障害者の地域移行を支援するた

めの施策の推進

(1)精神科救急医療体制の充実 E強化           27億 円
※医療提供体制施設整備交付金 (109億円)への計上分を含まない。

救急搬送において、地域において定めた救急搬送 口受け入れに関するルールに基

づき、身体合併症患者の受け入れを断 らないとする精神科救急医療施設に医師等を

配置 し、身体合併症に対する救急搬送受入体制を強化するとともに、空きベッドの

確保の推進等により、精神・身体疾患を併せ持つ患者に対する精神科救急体制の強

化を図る。

また、精神科救急において 24時間 365日 の対応や身体合併症患者の受け入れ

を行 う医療機関の整備を支援する。

(2)認知症医療体制の強化               9.4億 円
※医療提供体制施設整備交付金 (109億円)への計上分を含まない。

○ 認知症疾患医療センター運営事業の充実強化 9.3億 円

地域 において認知症の専門的医療の提供体制を強化するため、鑑別診断、専

門医療相談、合併症対応、診療情報提供等を行うとともに、担当者の配置によ

る介護 との連携等を行 うほか、認知症の周辺症状や身体合併症に対する双方の

医療を担 う中核的機能の充実等を図る。

(3)精神科入院患者の療養環境の改善 (新規 )

(医療提供体制施設整備交付金 (109億 円)の内数 )

病棟単位での病床の減少を図ることにより、病室面積の拡張や個室化率の向上等
に主体的に取り組む医療機関の整備を支援する。

(4)精神障害者の地域移行 日地域生活支援の推進 19億円

精神障害者の退院支援や地域生活支援を行 う地域移行推進員を配置するとともに、

地域生活に必要な体制整備を促進する地域体制整備コーディネーターを配置するこ

とにより、精神障害者の地域生活への移行を推進するとともに、未治療・治療中断

者に対する能動的な医療的支援の提供、若年層における精神疾患の早期発見、早期

治療のための取 り組み等を通 じた地域生活支援を推進する。
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(5)精神障害に対する国民の正しい理解の促進 1.6億 円

地域における精神疾患・精神障害に対する理解 を深めるため、精神障害者 と住民

が直接交流する活動を推進するとともに、若年層を中心として国民の正 しい理解の

ための普及啓発を推進する。
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4 障害者に対する就労支援の推進

(1)一般就労べの移行の促進 と「工賃倍増 5か年計画」の着実な推進

17億円

福祉施設で働く障害者の一般就労への移行を促進するとともに、都道府県が策定

した「工賃倍増5か年計画」に基づく、工賃水準の引上げに向けた取組を着実に推

進する。

【新規事業 定額 (10/10本目当)】

口 工賃引上げに積極的な事業所による好事例の紹介、説明会の実施
口 工賃引上げ計画の作成に着手 していない事業所への研修

・ 複数の施設への仕事の分配、品質管理等を一括 して行う「共同受注窓口組織」

を検討するためのモデル事業 (10都道府県 )

(2)障害者就業・生活支援センター事業の推進 10億円

障害者の就業面と生活面における一体的な支援を行 う障害者就業・生活支援セン

ターについて、設置か所数を拡充 し、地域における障害者に対する就労支援力の強

化を図る。

(平成21年度)      (平 成22年度要求 )

○設置か所数     265か 所  →   300か 所 (+35か所 )

○生活支援担当者   常勤 1名   →    常勤 1名 +リト常勤 1名
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5 発達障害者支援施策の更なる拡充

(1)発達障害者の地域支援体制の確立

発達障害者の支援を実施する地域支援体制の確立を推進する。

3.0億 円

○ 発達障害者支援センター運営事業の推進

(地域生活支援事業 (440億 円)の内数 )

各都道府県 口指定都市に設置する発達障害者支援センターにおいて、発達障

害者やその家族等に対 して、相談支援、発達支援、就労支援及び情報提供等を

行う。

○ 発達障害者支援体制整備事業の推進 3.0億 円

ライフステージに対応する一貫 した支援を行うための支援関係機関のネッ ト

ワークを構築するとともに、市町村における個別の支援計画の実施状況の調査

及び評価や、適切な助言 (巡 回指導)等 を行うことによ り、支援体制の整備を

行う。

さらに、ペア レン トメンターの養成や、発達障害特有のアセスメン トツール

の導入を促進する研修会の実施等によ り、発達障害児 (者)及 びその家族に対

する支援体制の一層の強化を図る。

(2)発 達 障 害 者 の 支 援 手 法 の 開 発 や 普 及 啓 発 の 着 実 な実 施  6.4億 円

発達障害者の支援手法を開発するとともに、専門家の育成や普及啓発について着

実に実施する。

○ 青年期発達障害者の地域生活移行への就労支援に関するモデル事業の推進

42百万円

国立障害者 リハビリテーションセンターにおいて、青年期発達障害者の職業

的自立を図るため、関係機関等と連携 して就労支援モデル事業を実施する。

○ 発達障害者支援開発事業の推進 4.6億 円

発達障害者一人一人の二―ズに応 じた一貫 した支援ができるよう先駆的な取

組みを通 じて発達障害者への有効な支援手法を開発・確立する。
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○ 発達障害情報センター機能の充実 57百 万 円

発達障害情報センターにおいて、発達障害に関する国内外の文献、研究成果

等を集積 し、全国の発達障害者支援機関等への発達障害に関する幅広い情報提

供等を行 うとともに、各 自治体の発達障害に関する支援体制の好事例 を集めた

モデル事例集や、支援手法等を集めた支援マニュアルを策定する。

○ 発達障害者支援者実地研修事業の創設 45百 万 円

発達障害児 (者)への専門的な支援を行う発達障害者支援センター職員等を
対象とした中期の実地研修を実施し、地域において指導的な役割を担うことが
できる専門的な人材を育成する。

「世界自開症啓発デー」普及啓発事業の推進 15百 万 円

国連が市1定 した「世界 自開症啓発デー」 (4月 2日 )の周知と、自閉症を始め

とする発達障害に関する正 しい知識の浸透を図るための普及啓発活動を実施す

る。
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6 自殺対策の推進

(1)地域での効果的な 自殺対策の充実 と民間団体の取組支援

3.2億 円

地域における支援体制の整備を行うための「地域自殺予防情報センター」の機能
を拡充するとともに、自殺未遂者や自殺遺族等へのケアに当たる人材の研修や自殺
対策に取り組む民間団体への支援を行う。

○ 地域自殺予防情報センターの充実・強化 1.7億 円

「地域 自殺予防情報センター」に専門相談員を配置 し、自殺未遂者・ 自殺者

親族等に対する相談機能の強化を図るとともに、関係機関のネッ トワークの強

化等を引き続き推進する。

○ 自殺対策に取組む民間団体への支援 1.2億 円

先進的かつ効果的な自殺の防止等に関する活動を行っている民間団体に対 し、

支援を行 う。

(2)自 殺予防に向けた相談体制の充実と人材育成等 1.5億 円

うつ病の早期発見 日早期治療につなげるため、一般内科医、小児科医等のかか り
つけ医に対するうつ病の診断・治療・医療連携に関する研修を実施するとともに、

地域におけるメンタルヘルスを担う心理職等の従事者に対する精神保健等に関する

研修を行うこと等により、地域における各種相談機関と精神保健医療体制 との連携
の強化を図る。

(3)う つ病等 の精神疾 患 に関す る国民の正 しい理解の促進  82百 万円

自殺との関係が強いとされるうつ病等の精神疾患に関する国民の正しい理解のた
めの普及啓発を実施する。

(4)自 殺予防総合対策セ ンターにおける情報提供等の推進  53百 万円

総合的な自殺対策を実施するため、自殺予防総合対策センターにおいて、国内外
の情報収集、インターネットによる情報提供、関係団体等との連絡調整、自殺の実
態を解明するための調査等を実施する。
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○地域における自殺対策の強化

平成 21年度第1次補正予算 (100億円)による「地域 自殺対策緊急強化基金」(内 閣府所
管)を活用して、今後、地域の実情を踏まえて自主的に自殺対策に取り組む地方公共団体
や民間団体への支援を行う。
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7 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行つた者に関する医

療提供体制の整備の促進

(1)医療観察法の医療提供体制の充実 目強化 259.0億 円

緊急的課題である指定入院医療機関の整備に向けて、都道府県等による整備を促

進するための取組みを推進するとともに、対象者の地域における継続的な医療の提

供と社会復帰の促進を図る。

○ 医療観察法対象者の社会復帰の推進 1.7億 円

医療観察法に基づ く対象者の社会復帰を推進するため、指定入院医療機関が

行 う入院患者の退院などの社会復 J弔に向けた取組みを支援する施策を推進する。

(2)円滑な社会復帰に重点を置いた医療観察法制度の適正な運用

2.1億 円

※他局計上分を含む。

医療観察法に基づく対象者に対する質の高い医療的ケアを行い、円滑な社会復帰

を促進するため、医療観察法医療の質を評価 口検証するとともに、公平な審判に資
するよう、精神鑑定の判定事例にかかる考察を行う。

(3)司 法精神 医療 に携わ る医療及 び福祉職種の人材養成   83百 万円

増加する精神鑑定業務への対応と医療観察法に基づく対象者に対する質の高い医

療的ケアを行うため、精神保健判定医や指定医療機関従事者、地域保健福祉職員等
に対し、司法精神医学の教育、医療観察法に基づく鑑定ならびに医療処遇に関する

各種の演習等を適切に実施することで、関係職種の育成と資質能力の向上を図る。
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8 その他

(1)障害者保健福祉推進事業の充実

○ 障害者自立支援調査研究プロジェクト

21億 円

13億円

障害者 自立支援法の着実な施行のための先駆的・革新的なモデル事業に対する助

成を行い、障害者に対する保健福祉サー ビスの一層の充実を図る。

○ 障害者自立支援機器等開発促進事業 7億円

障害者の自立や社会参加を支援する支援機器や技術開発の促進を図るため、マ

ーケッ トが小さく事業につなが らない等ビジネスモデルの確立が困難な機器に対

し、実用的製品化に向けた取組や障害者によるモニター経費の助成を行 う。

○ 盲ろう者向け生活訓練等モデル事業 (新規)            1億 円

盲 ろう者の障害特性に対応 した生活訓練等の確立 を図るため、モデル事業を実

施する。

(2)障害者に係る手当の給付             1,365億 円

特別児童扶養手当、特別障害者手当等に必要な経費を確保する。

(3)依 存症対策の推進                  1_3億 円

地域における薬物・アルコール依存症対策を推進するため、「依存症対策推進計画」

を策定し、その計画に基づいた依存症対策事業を実施するとともに、依存症者の社

会復帰支援を強化するため、関係者の資質向上を図る。
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